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厚生労働科学研究費補助金 
障害者政策総合研究事業（精神障害分野） 

精神科救急および急性期医療の質向上に関する政策研究 

 

 

精神科救急及び急性期医療サービスにおける医療判断やプロセスの
標準化と質の向上に関する研究 

 

 

研究分担者： 杉山直也（公益財団法人復康会 沼津中央病院） 

研究協力者： 兼行浩史（山口県こころの医療センター），藤井千代（国立精神・神経医療研究

センター精神保健研究所），平田豊明（千葉県精神科医療センター），野田寿恵（公

益財団法人復康会 あたみ中央クリニック） 

 

【要旨】精神科医療では、疾患特性によって当事者本人の現実的な判断力や検討力等が限定さ

れることから、非自発入院を適応させなければならない場面が多い。この判断は、当事者の権

利制限を伴う重大な決定であり、指定医資格による法を根拠とした手続きを経て、慎重かつ一

定の妥当性をもって行われなければならない。他方実際の医療判断においては、臨床ニーズの

多様性をふまえる必要がある。この両立について、危機介入を高頻度に扱う精神科救急医療の

現場では、時間外の脆弱な医療体制下に、危急な事態に対応しながら、限られた少ない情報か

ら、種々の可能性を冷静に見越して、その時点における最良の判断を迅速かつ的確に行うとい

う極めて困難な作業が求められ、その判断の根拠や過程には一定の標準化が求められる。 

方法：これまでに報告された精神科救急医療の過去の都道府県実績ついて再解析を行い、医療

判断の経時的地域動向を検討するとともに、分析データを都道府県に供覧し、セルフレビュー

によって影響要因の探求を行うためのアンケート調査を実施した。また、医療判断の実態につ

いて、精神科救急入院料病棟を有する医療機関を休日・夜間に受診したケースを対象とし、過

去の厚生労働科学研究成果である「精神科における「急性かつ重症の患者」の診断基準」を用

いて、その判断過程、根拠および影響要因を明らかにするための横断面調査を実施した。加え

て、大都市圏を中心に精神科初期救急医療システムに関する自治体への聞き取り調査を実施

し、精神科診療所の精神科救急医療資源としての活用可能性等を検討した。 

結果：自治体セルフレビューでは 36 自治体から回答があった。実績変動の主な理由は制度や

資源の変更によるもので、今後「人口万対時間外入院数」等の指標が地域の医療体制や医療判

断の傾向を間接的に反映する一指標になると考えられた。非自発入院の判断に関する横断面調

査では、精神科救急入院料病棟を運営する全国 134 の医療機関のうち 54（40.3％）施設から

回答が得られ、最終的に転帰不明例を除いた 509 例を解析した。要入院との専門医学的判断に

もかかわらず、制度上の理由（非同意）により導入できないケースが 1.2％程度発生していた。

転帰（A:非自発入院／自発入院／非入院、あるいは B:要入院／入院不要）に応じて群間比較

を行った結果、重症度以外にも以前策定した診断基準における多くの項目が入院要否判断、非

自発入院判断に影響していた。基本５要件（医学的な重症性、社会的不利益、急性の展開、治

療の必要性、治療の可能性）はすべて要入院判断に関連し、前 3 者は非自発入院の必要性と関

連していた。A1：非自発入院の判断は重症度、精神運動興奮状態、解離状態、5 つの基本要件

すべて、行動因子、行動因子のうち他害、B1：要入院の判断は重症度、精神運動興奮状態、
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幻覚妄想状態、躁状態、解離状態、基本要件のうちの医学的な重要性、社会的不利益、急性の

展開、医療関係性因子のうち中断例、A2：自発入院の判断は抑うつ状態、行動因子のうち自

傷、サポート因子、B2：入院不要判断は医療関係性因子のうちかかりつけ医が対応できない、

の因子がそれぞれ該当する場合に影響が考えられた。精神科救急医療における時間外受診の需

要（ニーズ）は 16 の代表的状況に分類された。今後、非自発入院の医療判断における標準化

のための有意義な調査結果と考えられる。初期救急医療体制については、5 自治体において体

制整備が確認され、それぞれの特徴を明らかにして好事例としてまとめ、課題や利点を考察し

た。 

今年度の結果をふまえ、平成 30 年度にはエキスパートによる協議を実施し、非自発入院の判

断のための標準化策を検討・提案するとともに、医療の質を反映する臨床項目について追加検

討を行い、信頼性の高い臨床指標を開発するための基礎データを構築したうえ、ガイドライン

に反映させるべき推奨事項を定める予定である。 

A. 研究の背景と目的 
精神科医療では、その治療対象となる疾患

特性によって当事者本人の現実的な判断や検

討等を行う機能が限定されることから、当該

疾患の増悪等に伴う健康被害を拡大させぬよ

う、随伴する社会的不利益を被らぬよう、ま

たは合理的な疾患予防策や治療方策を提供し

て健康増進を実現できるよう、非自発入院を

適応させなければならない場面に多々遭遇す

る。この際、当事者には一定程度の権利制限

が必然的に発生することから、その判断は法

を根拠とした行政処分や代諾等の手続き、指

定医といった法内専門資格にもとづき、慎重

かつ一定の妥当性をもって行われなければな

らない。 

このうち、精神科救急医療では、時間外の

脆弱な医療体制下に、危急な事態に対応しな

がら、限られた少ない情報から、種々の可能

性を冷静に見越して、その時点における最良

の判断を迅速かつ的確に行うという極めて困

難な作業が求められる。 

実際の臨床場面は実に多様で、ケースの個

別事情等によって様々に複雑化していること

が通例である。日本精神科救急学会編「精神

科救急医療ガイドライン」（2015 年版）では、

危機状況への影響要因として①病状因子、②

行動因子、③サポート因子、④時間帯因子、

⑤治療関係因子の 5 軸をあげており、精神科

救急医療の対象範囲は、これらの因子の重な

り合いによって特徴づけられる多元的なもの

と説明されている。すなわち、危機介入の必

要性とは、種々の要因を症例ごとに個別勘案

して統合的に検討されるものであり、医療判

断における多くの部分は医療者にその際量が

委ねられていることになる。 

このように、精神科における医療判断は、

一方では当事者の権利制限を伴う等の重大性

から、明確な医学的根拠に基づいた一定の標

準的診療過程を経つつも、他方では多様性へ

の柔軟な対応を要するという複雑な両立が求

められている。特に精神科的危機状況を多数

扱い、迅速な判断が求められる精神科救急医

療の現場においてこのような判断場面が多い。 

本分担研究を統括する「精神科救急および

急性期医療の質向上に関する政策研究」の目

的は、現在運用に大きな地域差がある精神科

救急医療体制整備事業（地方自治体）の実態

と、医療機関間で多様性がある精神科救急及

び急性期の医療内容を把握し、課題の抽出を

行って標準化を推進するための諸策を指針と

してまとめ、提言することである。 

報告者らは、これまでに前出の日本精神科

救急学会編「精神科救急医療ガイドライン」

を策定し、地域体制整備、受診前相談、医療

判断、ケアプロセス、薬物療法、自殺未遂者

対応等に関する集約的な標準化を試みてきた。 

本分担研究では、精神科救急医療体制整備

事業における非自発入院を中心とした時間外
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受診の実態を再精査するとともに、実際診療

の中で行われた個々の医療判断の根拠や過程

について調査を行うことによって、影響要因

等を明らかにし、より適切な標準的医療判断

のあり方や手順を提示することを目的として

いる。また、精神科初期救急医療体制（必ず

しも入院を要しないと考えられる軽症の時間

外受診への対応体制）については、これまで

に調査が行われた経緯が見当たらず、精神科

診療所等の精神科救急医療における医療資源

としての活用可能性等を明らかにする目的で

予備的調査を実施した。 

得られた知見は「精神科救急医療ガイドラ

イン」の次期改定に反映させて推奨し、これ

ら重大な臨床判断が妥当かつ合理的なものと

して広く国内で運用されることを目指し、研

究を実施するものである。 

 

B. 方法 
1. 精神科救急医療体制整備事業実績の後方

視調査 

1)  研究方法（調査方法） 

① 事業実施要綱変遷一覧年表 

2010（平成 22）年度から 2017（平成 29）

年度までの精神科救急医療体制整備事業実施

要綱の内容を精査し、その記載内容の変遷を

比較参照可能な一覧表形式にまとめた。実際

の事業実績や動向を分析・解釈するための参

考資料とした。 

② 事業実績変遷の可視化 

2004（平成 16）年度～2015（平成 27）年

度の間、精神科救急医療体制整備事業によっ

て報告された都道府県ごとの時間外診療実績

について、「人口万対時間外受診件数」を横軸、

「受診したうちの入院率」を縦軸とした散布

図を年度ごとに整理し直し、一連の連続資料

とした。また、単一自治体ごとの事業変遷が

可視化できるよう、同じ指標を縦軸と横軸に、

都道府県別の個別グラフを作成、整理し、後

述のセルフレビューに活用した。 

さらに、時間外入院は夜間休日にやむを得

ず入院を余儀なくされるケースに相当し、必

ずしも全てが非自発入院ではないが、非自発

入院の判断実態をある程度反映すると考えら

れるため、「人口万対時間外受診件数」（横軸）

×「受診したうちの入院率」によって得られる

「人口万対時間外入院数」の年次変化および

変動幅を算出し、このような危急な介入の臨

床判断の経年動向について検討した。 

③ 自治体によるセルフレビュー調査 

都道府県動向や年次動向に影響した要因を

個別に探求するため、グラフによって可視化

した事業実態の変遷（上記①②の資料）を都

道府県の事業担当者へ送付し、セルフレビュ

ーによって遡るアンケート調査を実施した。 

 

2) 対象 

① 2010（平成 22 年）～2017（平成 29）年

度の精神科救急医療体制整備事業実施要綱 

② 2004（平成 16）年～2015（平成 27）年ま

での精神科救急医療体制整備事業実績報告

（文献 1～13） 

③ 47 都道府県の事業担当者 

 

3) 尺度 

① なし 

② なし 

③ 別紙アンケート用紙（参考資料 1） 

 

4) 期間（研究スケジュールなど） 

① 平成 29 年度内 

② 平成 29 年度内 

③ 調査期間：平成 29 年 9 月（調査票発送）

～11 月 30 日（返送期限） 

 

5) 手続き 

特記事項なし 

 

6) 統計解析／分析方法 

本年度は行わなかった。 

7) 倫理的配慮 

文部科学省・厚生労働省発「人を対象とす
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る医学系研究に関する倫理指針（平成 29 年 2

月 28 日一部改正）」を参照したうえ、対象は

既に公表された資料であり、特段の手続きを

行わなかった。 

 

2. 個別症例における医療判断の横断面調査 

1)  研究方法（調査方法） 

実際の精神科救急医療の診療場面において、

非自発入院等の医療方針がどのように決定さ

れるのかについて、判断の根拠や過程を明ら

かにするため、実際の時間外受診ケースを対

象として、過去の厚生労働化科学研究（文献

10）にて策定した「精神科における『急性か

つ重症の患者』の診断基準」を用い、同基準

への合致状況と転帰を横断面にて調査した。 

 

2) 対象 

下記の期間に、わが国の診療報酬制度にお

いて精神科救急入院料を算定する全国 134 の

医療機関うち、協力が得られた医療機関を、

時間外（夜間・休日）に救急受診した症例。

各医療機関の先着 10 ケース以内。 

 

3) 尺度 

2014 に策定した「精神科における『急性か

つ重症の患者』の診断基準」について、分担

研究班内のエキスパート・コンセンサスによ

ってあらためて見直しを行い、本研究の目的

に見合うよう、修正等を加えて新たに調査個

票（参考資料 2）を作成し、これを質問紙と

した。 

調査の項目は、以下の通り。 

a. 基本情報（年齢、性別、主診断（F 分類）、

副診断（あり／なし、ありの場合 F 分類）） 

b. 転帰情報（非自発入院、自発入院、非入院、

非入院については本来入院が必要であっ

たか、不要であったどうか） 

c. 基本要件（医学的な重症性、社会的不利益、

急性の展開、治療の必要性、治療の可能性） 

d. 状態像（意識障害（せん妄、急性中毒、そ

の他）、幻覚・妄想状態、精神運動興奮状

態、抑うつ状態、躁状態、解離状態、酩酊

状態（単純酩酊、複雑酩酊、連続飲酒、シ

ンナー・大麻・医薬品などによる酩酊、そ

の他）、その他（認知症状態、統合失調症

残遺状態等）） 

e. BPRS 

f. 緊急に医療的介入を要する因子（行動因子

（他害、自傷、自律不全）、サポート因子、

治療関係性因子（初診、中断例、かかりつ

け医が対応できない）、時間帯因子、身体

合併症因子）。 

 

4) 期間（研究スケジュールなど） 

調査対象期間：平成 29 年 9 月 1 日～30 日 

返送期限：平成 29 年 10 月 30 日 

 

5) 手続き 

回収率向上目的にて、協力調査個票 1 枚に

つき、クオカード 1000 円分の謝礼を対象医

療機関に送付 

 

6) 統計解析／分析方法 

① データセットの設定 

分析を行うにあたり、以下の 2 種類のデー

タセットを作成し、b.転帰情報記入欄から得

られた実際の転帰ごとに、回収された症例を

各群に分類した。 

【データセット A】 

主に非自発入院と自発入院を分ける要因の

解析を実施（以下 A セット） 

A1：非自発入院群 

設問 2 において、「緊急措置入院」、「措置入

院」、「応急入院」、「医療保護入院」のいずれ

かに該当した群 

A2：自発入院群 

設問 2 において、「任意入院」に該当した群 

A3：非入院群 

設問 2 において、「入院せず」に該当した群 

【データセット B】 

主に、時間外の入院の要否を分ける要因の

解析を実施（以下 B セット） 



 

 

- 19 - 
 

B１：入院必要群 

質問紙の設問２において、非入院のうち本

来は入院が必要であったが何らかの理由によ

り入院しなかったケースへの該当を尋ねる問

いがあり、これに該当したケースと実際に入

院したケースを併せた群 

B2：入院不要群 

入院しなかったケースのうち、設問 2 にお

いて入院不要にチェックがあったもの 

B3：（非入院のうち）要否不明群 

入院しなかったケースのうち、設問 2 にお

いて本来は入院必要にも入院不要にチェック

がなく要否不明であった群。群間比較の対象

には含めなかった。 

② 群間比較 

a、c、d、e 項目において、A1・A2 各群お

よび B1・B2 各群の該当あり／なし割合につ

いて、χ二乗検定を用いて検定した。 

f 項目について、A1・A2・A3 各群の BPRS

総得点の平均を一元配置分散分析、B1・B2

群間の BPRS 総得点の平均をｔ検定を用いて

検定した。多重比較検定としては Sheffe 法を

用いた。 

 

7) 倫理的配慮 

文部科学省・厚生労働省発「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針（平成 29 年 2

月 28 日一部改正）」を遵守し、公益財団法人

復康会倫理審査委員会（平成 29 年 6 月 15 日

開催）にて承認を得た（同 16 日）。 

 

3. 初期救急医療体制好事例調査 

1)  研究方法（調査方法） 

初期救急医療体制の実態について、大都市

圏を中心に任意の自治体を選定し、精神科救

急医療体制整備事業を担当する都道府県及び

政令指定都市担当者への電話ヒアリングによ

り、予備調査として実施した。 

 

2)  対象 

精神科初期救急医療を実施運営する主に大

都市圏の自治体。実施が無いと回答した自治

体は対象としなかった。 

 

3)  尺度 

特定の適した尺度はなく、以下の項目につ

いて聞き取りを行った。 

実施圏域（精神科救急医療圏）、推計人口、

診療所数、精神科救急医療体制整備事業の運

用時間帯（365 日 24 時間 or 夜間休日）、初期

救急実施時間帯、初期救急実施場所（自院 or

特定施設）、体制スキーム①（輪番型 or 常時

型 or その他）、体制スキーム②（委託先等）、

体制スキーム③（参加診療所数と医師数）、予

算措置状況（国庫補助金の活用）、受診までの

流れ、実績、入院が必要な場合の流れ、実績

について、連絡会議（連絡調整委員会）の開

催状況、課題、強み、診療所医師の精神医療

審査会参加状況、診療所医師の措置診察協力

状況、診療所医師の夜間休日連絡先登録状況。 

 

4)  期間（研究スケジュールなど） 

平成 29 年度内（平成 30 年 1 月～3 月） 

 

5)  手続き 

電話で調査趣旨について説明のうえ、可能

な範囲で回答を得た。 

 

6)  統計解析／分析方法 

特定手法による分析は行わなかった。 

 

7)  倫理的配慮 

自治体としての機微情報の取り扱いについ

ては対象自治体の判断を要請し、結果公表は

可能な範囲とした。 

 

C. 結果／進捗 
1. 後方視調査（通称 10 年分調査） 

1) 事業実施要綱変遷一覧年表 

表 1 のようにまとめた。③のセルフレビュー

の参照資料として活用した。 

注目すべき転機（大きな動向）として以下を
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抽出した。 

平成 25 年度の変更 

法改正（体制整備の努力義務化）に伴う追記

がなされた 

 医療連携に係る研修会等運営事業が新設

された（結局実施されずに平成 27 年に

削除された） 

 精神科救急医療圏域の概念が初めて登場

した。 

 一旦削除された常時型外来対応施設が復

活した。 

 身体合併症救急医療確保事業整備促進の

ための緩和措置が加わった 

 ミクロ救急体制確保事業が新設され、か

かりつけ患者の時間外診療を事業に含め、

診療責任の明確化と評価を行った。 

平成 27 年度の変更 

 精神科救急医療体制連絡調整委員会の機

能が拡大され、心身連携の推進、事業の

周知・評価・検証が加わった。 

 身体合併症の病病連携円滑化における情

報センターの活用強化が加筆された。 

 ミクロ救急体制確保事業が削除された 

平成 28 年度の変更 

 精神科救急医療体制連絡調整委員会の機

能が強化され、圏域毎の評価・検証・体

制整備・相互理解の深化、研修事業が加

筆された。 

 病院群輪番型、常時対応型の条件が緩和

され、病床確保要件が削除、対応体制が

オンコール可となった。 

 身体合併症の病病連携円滑化における情

報センターの活用が削除され、連絡調整

委員会で圏域ごとに整備促進される方向

性となった 

 身体合併症救急医療確保事業に設定され

ていた具体的施設の設定や条件が削除さ

れ、連絡調整委員会で圏域ごとに整備促

進される方向性となった。 

平成 29 年度の変更 

 重症度ごとの対応体制整備の提案が加筆

された 

 

2) 事業実績変動の可視化（図 1～25） 

全国の各都道府県実態の散布図を年度ごと

に整理し直した一連の連続データでは、「人口

万対時間外入院数」（「人口万対時間外受診件

数」（横軸）×「受診したうちの入院率」（縦軸））

が一定となる双極線に近似する傾向が継続的

に観察された。 

都道府県ごとの年次変動は、自治体によっ

て多様であり、特定年度に全国的に共通の変

動等は観察されなかった。どのような理由に

よって変動したのかを客観的に判断すること

は困難であった。結果は③のセルフレビュー

の主資料とした。 

「人口万対時間外入院数」（「人口万対時間

外受診件数」（横軸）×「受診したうちの入院

率」（縦軸））の年次変化は漸次僅かに増加傾

向にあり、その平均値はここ 12 年間で 1.0～

2.0 の間であった。 

 

3) 自治体によるセルフレビュー調査（図 26

～72） 

47 都道府県のうち、36 自治体からの回答

を得た（76.6％）。うち、変動があったと回答

したのは 23 都道府県で、その理由（1 件の複

数回答あり）は、a．人口規模による影響（0）、

b．国の要綱改訂の影響（3）、c．圏域内医療

資源の増減による影響、（3）d．都道府県内で

の運用取り決めの変更による影響（9）（d1．

事業メニューの開始や終了があった（6）、d2．

圏域の変更があった（0）、d3．件数のカウン

トの仕方が変わった（1）、d4．担当者が代わ

って数字の解釈が変わった（0）、d5．その他

（1）、e．その他（1）、f．わからない（11）

であった。自由記載を含めると、変動理由は

医療資源や人材の不足や充足などによる事業

内容の縮小や拡大、補助状況等システムの変

更による影響が主と考えられた。 

極端で不自然な変動がある場合、件数カウ

ントの仕方の変更などが考えやすいが、その
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ように返答があったのは 1 自治体のみであっ

た。変動を自認しつつも、わからないという

自治体は 11 に上った。 

 

2. 個別症例における医療判断の横断面調査 

1) 結果の概要 

対象 134 医療機関のうち 67 施設（50.0％）

からの意思表示返答があり、54施設（41.0％）

の協力表明があった。実際は、協力表明があ

った 4 病院からデータ送付が得られず、他方

別の 4 病院からは意志表示がないままデータ

送付があった。最終ケース数は 516 ケースに

上った。このうち、転帰不明を除いた 509 例

が解析に進んだ。 

 

2) データセットの内訳（図 73） 

【データセット A】 

A1：非自発入院群（N=220） 

A2：自発入院群（N=52） 

A3：非入院群（N=237） 

【データセット B】 

B１：入院必要群（N=281） 

B2：入院不要群（N=203） 

B3：（非入院のうち）要否不明群（N=25） 

 

3) 本来入院が必要だが非入院となる状況に

ついて（表 2） 

本来入院が必要であったにも関わらず非入

院となったケースは 9 例あり、うちインフォ

ームド・コンセントが成立しなかった経緯が

類推されるものは 6 例であった。1 例は身体

科が優先され他院に入院し、病床確保困難が

1 例発生していた（その後の最終的な結着等

は不明）。 

 

4) 非自発入院、時間外入院の要否に影響す

る要因（図 74～135） 

a. 基本情報 

年齢（図 74、75）について、各症例の年齢

を 10～90 代の年代に分け分析を実施した。 

A セットでは、A2 群が A1 群より有意

（p<0.05）に 50 代が多く、A1 群が A2 群よ

り有意（p<0.05）に 80 代が多かった。 

B セットでは、B1 群が B2 群より有意

（p<0.01）に 80 代が多かった。 

性別（図 76、77）について、A セット B セ

ットとも、群間による性別の割合に有意差は

なかった。 

主診断（図 78、79）について A セットで

は、群間による主診断の割合に有意差はなか

った。 

B セットでは、B1 群が B2 群より有意

（p<0.05）に F0 が多く、B2 群が B1 群より

有意（p<0.01）に F4 が多かった。 

副診断（図 80～83）について、副診断がな

い症例も含めて分析を行った結果、A セット

では A2 群が A1 群より有意（p<0.05）に F5

が多かったが、B セットでは群間による副診

断の割合の有意差はなかった。 

副診断がない症例を除外し、副診断がある

症例のみで分析を行った結果、A セット B セ

ットとも、群間による副診断の割合の有意差

はなかった。 

c. 基本要件（図 84～97） 

医学的な重症性は、A セットでは A1 群が

A2 群より有意（p<0.01）に該当割合が高く、

BセットではB1群がB2群より有意（p<0.01）

に該当割合が高かった。 

社会的不利益は、A セットでは A1 群が A2

群より有意（p<0.01）に該当割合が高く、B

セットでは B1 群が B2 群より有意（p<0.01）

に該当割合が高かった。 

急性の展開は、A セットでは A1 群が A2 群

より有意（p<0.01）に該当割合が高く、B セ

ットでは B1 群が B2 群より有意（p<0.01）に

該当割合が高かった。 

治療の必要性は、A セットでは群間におけ

る該当割合の有意差はなかったが、B セット

では B1 群が B2 群より有意（p<0.01）に該当

割合が高かった。 

治療の可能性は、A セットでは群間におけ

る該当割合の有意差はなかったが、B セット
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では B1 群が B2 群より有意（p<0.01）に該当

割合が高かった。 

基本要件 5 要件の平均該当数は、A セット

では、A1：2.27 項目（SD:1.71）、A2：2.06

項目（SD:1.53）、A3：1.28 項目（SD:1.05）

であり、B セットでは、B1：3.02 項目

（SD:1.71）、B2：1.21 項目（SD:0.98）であ

った。 

基本要件 5 要件すべてが該当する症例は、

A セットでは、A1：85 件（38.64%）、A2：8

件（15.38%）、A3：3 件（1.27%）であり、B

セットでは、B1：94 件（33.45%）、B2：1 件

（0.49%）、B3：1 件（4.00%）であった。 

d. 状態像（図 98～111） 

幻覚・妄想状態は、A セットでは群間にお

ける該当割合の有意差はなかったが、B セッ

トでは B1 群が B2 群より有意（p<0.01）に該

当割合が高かった。 

精神運動興奮状態は、A セットでは A1 群

が A2 群より有意（p<0.01）に該当割合が高

く、B セットでは B1 群が B2 群より有意

（p<0.01）に該当割合が高かった。 

抑うつ状態は、A セットでは A2 群が A1 群

より有意（p<0.01）に該当割合が高く、B セ

ットでは群間における該当割合の有意差はな

かった。 

躁状態は、A セットでは群間における該当

割合の有意差はなかったが、B セットでは B1

群が B2 群より有意（p<0.01）に該当割合が

高かった。 

解離状態は、A セットでは A1 群が A2 群よ

り有意（p<0.05）に該当割合が高く、B セッ

トでは B1 群が B2 群より有意（p<0.05）に該

当割合が高かった。 

その他の状態像として、自由記載内容を分

類したところ、「不安・焦燥」「副作用」「身体

合併症」「認知症」「残遺」「行動異常」「不眠」

「その他」に集約された。これに今回選択項

目として設定した「意識障害」、「幻覚・妄想」、

「精神運動興奮」、「抑うつ」、「躁」、「解離」

「酩酊」の状態像を併せ、さらに「昏迷・亜

昏迷」を加えた 16 の状況が精神科救急医療に

おける時間外受診の需要（ニーズ）として代

表的な分類に相当すると考えらえた（表 3）。 

なお、その他の中でさらにその他に分類さ

れた事案の多くは具体的記述が無く受診理由

不明であり、明確な受診要請として判明した

のは「留置前診察」、病気かどうかの判定（結

果的に「病気でない」と記載あり）、「救急シ

ステムからの（何らかの）要請」、「薬剤紛失

に対する処方」、「亜昏迷状態」であった（表

3）。 

意識障害（表 4）は 28 例（5.50%）に認め

られ、せん妄が 12例（意識障害のうち 42.86％）

を占め、全てが非自発入院であった。急性中

毒は６例であり、半数が入院、うち 1 例が非

自発入院であった。 

酩酊状態（表 5）は 16 例（3.14％）であり、

アルコールによるものが 12 例を占めた。連続

飲酒の 2 例は入院をせず、うち、1 例は本来

入院が必要であった。単純酩酊 12 名のうち 6

例が入院しており（表 6）、うち 5 例が非自発

入院、入院例のほとんどが基本要件を複数満

たし、社会的不利益への該当が高率（4/6）、

緊急に医療的介入を要す因子において行動因

子の該当が高率（5/6）であった。また、2 例

はかかりつけ医がその時間に対応できないこ

とによる治療関係性因子が該当していた。 

e. 重症度（図 112、113） 

BPRS 総得点の平均を比較した結果、A セ

ットでは A1：52.75 点（SD:13.49）、A2：42.76

点（SD:12.74）、A3：38.26 点（SD:12.71）

であり、A1 群が A2 群、A3 群両群に対し有

意（p<0.01）に平均点が高かった。 

B セットでは B1：50.10 点（SD:14.04）、

B2：38.14 点（SD:12.33）、であり、B1 群が

B2 群に対し有意（p<0.01）に平均点が高かっ

た。 

f. 緊急に介入を要す因子（図 114～135） 

緊急に医療的介入を要す因子のうち、行動

因子は、A セットでは A1 群が A2 群より有意

（p<0.01）に該当割合が高く、B セットでは
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B1 群が B2 群より有意（p<0.01）に該当割合

が高かった。 

行動因子のうち他害は、A セットでは A1

群が A2 群より有意（p<0.01）に該当割合が

高く、B セットでは B1 群が B2 群より有意

（p<0.01）に該当割合が高かった。 

行動因子のうち自傷は、A セットでは他害

とは逆の結果となり A2 群が A1 群より有意

（p<0.01）に該当割合が高く、B セットでは

群間における該当割合の有意差はなかった。 

行動因子のうち自律不全は、A セットでは

A1 と A2 群間における該当割合の有意差はな

かった。B セットでは他害や自傷と異なり、

B2 群が B1 群より有意（p<0.01）に該当割合

が高かった。 

緊急に医療的介入を要す因子のうち、サポ

ート因子は、A セットでは A2 群が A1 群より

有意（p<0.01）に該当割合が高く、B セット

では群間における該当割合の有意差はなかっ

た。 

緊急に医療的介入を要す因子のうち、医療

関係性因子で、いずれのセットにおいても群

間における該当割合の有意差はなかったが、

下位項目では以下のような所見が得られた。 

医療関係性因子のうち初診は、いずれのセ

ットにおいても群間における該当割合の有意

差はなかった。 

医療関係性因子のうち中断例は、A セット

ではA1とA2群間における該当割合の有意差

はなかった。B セットでは B1 群が B2 群より

有意（p<0.05）に該当割合が高かった。 

医療関係性因子のうちかかりつけ医が対応

できないは、A セットでは A1 と A2 群間にお

ける該当割合の有意差はなかった。B セット

では B2 群が B1 群より有意（p<0.01）に該当

割合が高かった。 

緊急に医療的介入を要す因子のうち、時間

帯因子、身体合併症因子は、いずれのセット

においても群間における該当割合の有意差は

なかった。 

 

3. 初期救急医療体制好事例調査（表 7） 

大都市圏の 5 自治体に精神科初期救急医療

体制が確認された。 

運用としては全てが国庫補助利用で、基幹

型を実施しているのは大阪市のみ、その他は

輪番型、協力団体は診療所協会、医師会、有

志の診療所等であった。運用時間は平日の準

夜帯～休日日中とまちまちで、深夜帯の実施

はなかった。医療サービスの流れは全ての自

治体で精神科救急情報センター・医療相談窓

口からの要請で、確保事業（病院群輪番型や

常時対応型医療機関）によるカバーを体制の

一部として認識している例もあった。体制ス

キーム、運用時間、受診の流れに関する具体

的な内容は、自治体間で多様であった。 

聞き取り調査を行ったすべての対象自治体

で、連絡調整会議に診療所協会等、診療所の

代表者の参加があった。措置診察への協力や

年末年始、5月連休時の対応も一定程度あり、

診療所医師のこれら行政事業への貢献につい

て実態が確認された。 

 

D. 考察 
精神科医療における非自発入院の医療判断

では、一方で当事者の権利制限を伴う等の重

大性から医学的根拠に基づいた一定の標準的

診療過程が求められつつも、他方では多様性

への柔軟な対応可能性をも残すという複雑な

両立必要性が存在している。 

危機状況を多数扱い、このような複雑な判

断を迅速に行うことが求められる精神科救急

医療では、その体制整備事業の運用に大きな

地域差があると言われるが、直近の過去 12

年間の実績を再分析したところ、「人口万対時

間外受診件数」を横軸とし、「受診したうちの

入院率」を縦軸とした都道府県実績の散布図

において、確かにこの 2 つの指標には地域差

があり、地域における受診トリアージの多様

性が観察された。すなわち、座標上の左上に

位置する場合は人口に対し時間外受診のトリ

アージが高く、重症例のみが受診し、入院率
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が高いことを示す。逆に右下の場合にはトリ

アージが緩く、時間外受診が手軽で、軽症者

も増えるため入院率は高くないということに

なる。しかしながら一方で、散布図はどの年

度であっても双曲線への近似を示した。これ

は、両者を掛け合わせて得られる「人口万対

時間外入院数」、すなわち、このような危急な

入院介入の実施は、全国において概ねある一

定の範囲内にあることを示している。 

「時間外入院」とは夜間診療のことではな

く、「緊急やむを得ず入院する状況」に相当す

る「予定外」の入院を指す。したがって、結

果的に自発（任意）入院となることも当然に

あり、必ずしも全てが非自発入院ではないが、

夜間休日にやむを得ず入院を余儀なくされる

ケースに相当し、非自発入院の判断実態をあ

る程度反映する。以上を考え併せると、直近

12 年の都道府県事業実績から、時間外の非自

発入院について、例外はありながらも、概ね

ある一定の範囲内で判断されている可能性が

考えられた。なお、この規則性は、各地域で

確保されている空床数によって上限があるこ

とも影響すると考えられた。 

このような分析によって得られるもう一つ

の意義は、各都道府県の実績が座標上、双曲

線上のどの位置にあるのかによって、事業の

運営状況や特色がその自治体ごとに判明する

ことであり、こうした情報は、各自治体が事

業運営状況を自ら客観評価するのに有用と考

えられる。 

都道府県ごとの年次データ変動については

種々の要因が考えられるため、どのような要

因が影響したのかを第三者的にデータのみで

判断することは困難である。上述したデータ

の活用意義をふまえ、今回初の試みとして各

自治体にデータをフィードバックし、セルフ

レビューを実施した。その際に参照資料とし

て、年代ごとの精神科救急医療体制整備事業

実施要綱の変遷を一覧年表として提供したが、

事業全体がどのような変遷を辿ったのかを再

認識するのに役立ち、今後の事業の適切なあ

り方を検討するためにも有益と考えられる。 

セルフレビューの結果、協力的な回答が

多々得られたものの、単年度の試みであり、

データ活用の意義までを明確に見出すことは

困難であったが、行政医療については自治体

担当者の人事異動等により連続性がしばしば

課題とされ、これらの連続データを追跡する

ことが将来的に各都道府県単位での検証に役

立つ可能性は十分にあると考えられる。 

「人口万対時間外入院数」は、年次漸増し

ており、時間外の危機介入が僅かずつ多くな

っていることが示される。このような変化を、

救急医療の機能的発展、すなわち本来の即応

性が発揮されたと考えるのか、介入促進傾向

であるのかは、どの水準が適切であるかの標

準設定が困難であるため、数値だけで判定す

ることはできない。 

今回の再解析によって「人口万対時間外受

診件数」と「受診したうちの入院率」、両者を

掛け合わせて得られる「人口万対時間外入院

数」といった主要指標の意義は十分に示され

た。今後の課題として、本データをさらに解

析し、過去 12 年間としての「人口万対時間外

入院数」の代表的な数値（中央値や平均値）

を算出し、それを一定の基準に（標準偏差等

で設定される）一定幅で双極性を描き、現況

との比較によって、活動性をさらに詳細評価

できる方策の確立等は有用性が考えられる。

すなわち、「人口万対時間外入院数」が上方に

シフト（グラフでは右上に偏移）した場合は、

何らかの事情による時間外ニーズの増加等活

発な救急医療実態の反映あるいは積極的な介

入等の可能性が考えられる。逆に下方にシフ

ト（グラフでは左下に偏移）した場合は、何

らかの事情による時間外ニーズの減少等によ

る穏やかな救急医療実態の反映あるいは慎重

な介入等の可能性となる。いずれの場合も妥

当かどうかについては他の要因を勘案したよ

り詳細な評価が必要になるため、別の視点か

らの自治体ごとの独自解析が必要である。 

他方、非自発入院率はその地域のトリアー
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ジレベルを反映する指標としての可能性が考

えられる。上述したように時間外入院には自

発入院が含まれ、その程度は地域によって異

なることが考えられる。影響要因として医療

資源の充実度などが代表的であり、非自発入

院率が高い場合は医療確保の不足や入院医療

判断閾値の上昇、逆に低い場合は安易な時間

外診療や入院医療判断閾値の低下等が考えら

れ、この妥当性についても一概に判断できな

いが、何らかの示唆を与える指標となり得る

可能性がある。 

非自発入院の判断に関する横断面調査では、

精神科救急入院料病棟を運営する全国 134 の

医療機関のうち 55（41.0％）機関から 509 例

の時間外受診ケースの医療判断実態に関する

回答を得た。対象を非自発入院（A1）、自発

入院（A2）、非入院（A3）、要入院（B1）、入

院不要（B2）等の転帰に応じて各群に分類し、

過去の厚生労働科学研究成果である「精神科

における『急性かつ重症の患者』の診断基準」

を用いて患者背景、基本要件、状態像、重症

度、緊急に医療的介入を要する因子について、

群間比較等の分析を行った。 

その結果、入院医療必要との専門医学的判

断にもかかわらず、制度上の理由により導入

できないケースが 1.2％程度発生していたこ

とが確認された。 

重症度を BPRS 総得点にて比較したところ、

非自発入院、要入院の判断となった群は有意

に重症であり、これらの医療判断に際し、臨

床実感通り重症度が判断根拠の大きな一要因

となることが示された。 

５つの基本要件（医学的な重症性、社会的

不利益、急性の展開、治療の必要性、治療の

可能性）のうちすべての要因が要入院判断に

関連し、前 3 者は非自発入院の必要性と関連

していた。基本要件の該当数は、入院が必要

な群（B1）は不要な群（B2）に比べ多く、非

自発入院となった群（A1）は自発入院となっ

た群（A2）よりも多く、自発入院となった群

では非入院（A3）より多かった。基本要件が

全て該当するにも関わらず入院に至らなかっ

たのは 1％強であり、入院不要と判定される

ケースは 1％未満であった。 

状態像では、精神運動興奮状態と解離状態

は非自発入院、要入院判断の両方に影響があ

った。一方、幻覚妄想状態と躁状態は要入院

判断に影響したが非自発入院判断の根拠とし

ては有意でなかった。対照的に、抑うつ状態

では自発入院の判断が有意に多かったが、入

院要否への影響はなかった。 

緊急に医療的介入を要する因子のうち、行

動因子は、非自発入院、要入院の判断に影響

していた。行動因子のうち他害では非自発入

院、要入院と判断されることが多かったが、

自傷では自発入院と判断される割合が高く、

入院要否判断への影響はなかった。行動因子

のうち危険回避や最低限の清潔保持困難等自

己防衛機能および自律性の著しい低下を示す

自律不全が該当する場合は、入院の非自発／

自発を区別する要因とはならず、入院不要と

判断されることの方が多かった。サポート因

子は自発入院の該当割合が高く、非自発入院

や入院判断をする要因ではなかった。医療関

係性因子や時間帯因子、身体合併症因子はい

ずれも群間比較の有意差なく非自発入院や入

院判断をする要因ではなかった。ただし、医

療関係性因子のうち中断例では要入院判断が

多く、かかりつけ医が対応できない場合は入

院不要判断が多くなるという結果であった。 

群間比較の考察をまとめると、 

A1：非自発入院の判断：重症度、精神運動興

奮状態、解離状態、5 つの基本要件すべて、

行動因子、行動因子のうち他害 

B1：要入院の判断：重症度、精神運動興奮状

態、幻覚妄想状態、躁状態、解離状態、基本

要件のうちの医学的な重要性、社会的不利益

急性の展開、医療関係性因子のうち中断例 

A2：自発入院の判断：抑うつ状態、行動因子

のうち自傷、サポート因子 

B2：入院不要の判断：医療関係性因子のうち

かかりつけ医が対応できない 
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がそれぞれ該当する場合に影響が考えられた。 

以上のように、過去の政策研究においてエ

キスパート・コンセンサスによって策定した

「急性かつ重症」患者の診断基準項目の多く

が、非自発入院や要入院の判断に影響し、各

項目がそれぞれどのような判断に影響するの

かについても明らかとなった。ただし、特に

緊急に医療的介入を要する因子のうち行動因

子以外の因子は、全体の受診ニーズに対する

該当が多くなく、該当する場合にはどのよう

に医療判断に影響するのかについては、さら

に検討の余地があると考えられる。 

個別のケースにおける医療判断は単に重症

度のみならず、多因子が影響していることが

示された。今後さらに分析や考察を深めて要

因を整理し、医療判断の客観性と妥当性を向

上できるよう、標準化のための根拠とできる

可能性がある。 

今回の調査では時間外の精神科受診ニーズ

がどのように集約されるのかについても根拠

が得られ、16 の代表ニーズに集約される提案

が示された。標準化のための大きな所見とな

った可能性がある。 

また、今回の調査では医療判断が制度上の

制約によって実際の医療導入に反映されない

事態の発生及びその頻度が確認され、新たな

発見となった。課題が抽出された形となり、

この点についても今後法律家や行政担当者を

含めたさらなる総合的議論が必要と考えられ

る。 

初期救急医療の体制について、悉皆調査で

はないものの、初めての調査となり、主に大

都市圏について代表的な実態を把握し、比較

検討できる形までの成果となった。今回はあ

くまで予備調査であり、体制整備の実態を有

す積極的な自治体から得られた情報であるこ

とから包括的な考察は難しい。 

得られた調査結果から考察できることとし

ては、こうした体制の実施が全国的な展開と

は言えないこと、その実施実態は多様なこと

が挙げられ、一部の特定の熱意ある診療所医

師の善意や自発的な献身性に支えられたもの

であることは特筆される。担い手の診療協力

参加は高く評価されるが、反面地域の医療体

制として安定的とは言えない。全域、全時間

帯をカバーすることは難しく、限定的な対応

に留まらざるを得ず、好事例であってもアク

セスや即応性等に一定の課題を残す。 

医療資源不足を課題とする地域は多く、入

院応需の当番病院が軽症の初期救急にまで対

応せざるを得ないといった非効率から、初期

救急医療の機能分化は、診療所医師の活躍の

場を拡げる機会としても切望される体制であ

るかもしれない。しかしながら、その整備を

困難なものとする最大の要因はやはり医療資

源、すなわち担い手の不足である。一般に精

神科において診療所協会等による診療所の組

織化は十分でなく、診療所の本来機能は決し

て救急医療に親和的でない。実際診療所の多

くが救急医療に積極的でないことは既にコン

センサスで、診療報酬上のインセンティブが

あっても診療所の救急医療への参加が促進さ

れなかった経緯を考慮すれば、全国的な事業

によって体制を規定しても、構造的な課題を

自ずと内包することが予測される。他方、少

ない例ではあるが、夜間診療などが実施され

ている地域も確認され、実際には多様性が存

在し、行政事業による体制整備ばかりが方策

ではないのかもしれない。 

なお、「外来のみで十分対応が可能と思われ

るニーズ」をどう判断するのかは、容易では

なく、特に当事者がそれを自ら判断すること

はできない。今回の調査対象自治体はすべて

24 時間医療相談窓口や精神科救急情報セン

ターといった受診前相談機能を経由する体制

であり、「初期」を称していることと併せ 2 重

のトリアージを経ての受診となる。実際に受

診してみて要入院であった場合には、当番病

院があらためて対応する手順で、こうした連

携の流れは順当な機能分化の下に実施されて

いた。 

初期救急を独立体制として機能分化させる
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ことは、正確なトリアージを経るなど質の向

上や効率性の向上にはつながるものの、一方

で重症度によって対応機関、すなわち受診先

が異なることはサービスとしては複雑であり

当事者にとって親切とはいえない側面がある。 

このように、初期救急医療は公的サービス

としての運営維持や運用に課題を残すが、全

体の体制に連動的に組み込まれることで、地

域としてのトリアージスキルの精度向上、正

確なトリアージの実施、限られた医療資源の

有効活用、さらには地域の医療連携における

促進的作用等の有用性も可能性として考えら

れる。 

本研究の成果が精神科救急医療現場におけ

る臨床判断や判断過程の標準化に有効活用さ

れ、より均霑（てん）化がはかられることに

よって入院医療の適正化が全国規模で推進さ

れるならば、入院長期化のさらなる防止や、

全体システムとしての「精神障害にも対応し

た地域包括ケアシステム」の構築にも寄与が

大きいと考えられる。 
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参考資料１ 

アンケート① 
Q１：自治体名 ご担当者名 
 
           都・道・府・県   人口     万人（平成 29 年 4 月 1 日現在） 

  部署名                   
  ご担当者名                   
ご連絡先 ℡                  
     ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ                 
Q２：貴自治体の平成 16（2004）年～平成 27（2015）年の経時変化について、変動がありますか？ 
□ ある → Q３へ        □ ない → Q８に移動 

Q３：変動した年度は？ 

                             
Q４：変動がみられる場合、以下に示す何らかの要因がありましたか？（該当するものに〇をしてく

ださい） 
a． 人口規模による影響    b． 国の要綱改訂の影響    c． 圏域内医療資源の増減による影響 
d． 都道府県内での運用取り決めの変更による影響 
1． 事業メニューの開始や終了があった    2． 圏域の変更があった  
3． 件数のカウントの仕方が変わった     4． 担当者が代わって数字の解釈が変わった 
5． その他                        
e． その他                         
f． わからない 
具体的な状況について記載してください。複数の変動がある場合にはここに解説してください。 
 
 
 
 
 
 
 
Q５：２４時間精神医療相談窓口について教えてください。 
（１）２４時間精神医療相談窓口の設置状況（該当するものに〇をしてください） 
a． 設置済み   b． 未設置   c． 設置予定（平成  年度） 

（２）２４時間精神医療相談の実施状況（該当するものに〇をしてください） 
a． 精神科救急情報センターと一体となって実施している   
b． 精神科救急情報センターと機能分離して実施している（設置機関） 
c． 保健所及び精神科救急情報センターを併せて実施している 
d． 委託している（委託先：                ） 
（３）平成 28 年度の相談件数を教えてください。 
総数      件  



厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業（精神障害分野）精神科救急および急性期医療の質向上に関する政策研究 

 
 

- 30 - 
 

Q６：精神科救急情報センターについて教えてください。 
（１）精神科救急情報センターの設置状況（該当するものに〇をしてください） 
a． 設置済み   b． 未設置   c． 設置予定（平成  年度） 
（２）精神科救急情報センターの設置機関を教えてください（該当するものに〇をしてください） 
a． 自治体立病院  b． 大学病院  c． 民間病院  d． 精神保健福祉センター 

e． 身体科救急医療情報センターに併設 

f． その他                                         
（３）精神科救急情報センターの運営方法を教えてください（該当するものに〇をしてください） 
a． 自治体直営   b． 委託（委託先              ） 

（４）平成 28 年度の相談件数等を教えてください。 
   総数       件 
精神科救急事例と判断した件数（再掲）      件 
医療機関紹介件数（再掲）            件 
医療機関紹介できなかった件数（再掲）      件 
Q７：貴自治体の精神科救急医療体制整備事業実施要綱上（運用上）の対象について教えてください。 
（該当する□に✔してください）。 
□（物質関連障害を含む）すべての精神疾患を対象としている 
□ 対象としていない疾患がある。 
→どのような疾患を除外していますか                    
Q８：貴自治体の精神科救急医療体制について、自由にご記載ください。 
  ①自負していること 
 
 
 
 
 
 
  ②課題と思われること 
 
 
 
 
 
 
 
自由意見 
 
 
 
 
 
 
 
以上です。                        ご協力有難うございました。 
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参考資料２ 

 

施設ＩＤ：                                   Ｎｏ.１ 

時間外受診患者 調査個票 
1. 基本情報（該当項目に☑） 

年齢：     歳，性別：□ 男性・□ 女性 
主診断 □Ｆ0 □Ｆ1 □Ｆ2 □Ｆ3 □Ｆ4 □Ｆ5 □Ｆ6 □Ｆ7 □Ｆ8 □Ｆ9 □その他・
不明 
副診断 □Ｆ0 □Ｆ1 □Ｆ2 □Ｆ3 □Ｆ4 □Ｆ5 □Ｆ6 □Ｆ7 □Ｆ8 □Ｆ9 □副診断な
し 
2. 転帰情報（該当する入院形態等に☑） 

 緊急措置入院・措置入院 

 応急入院 

 医療保護入院 

 任意入院 

 入院せず（□入院不要 □本来は入院必要（非入院の理
由）                 ） 

3. 基本要件（該当する場合☑） 

 医学的な重症性： 精神疾患によって現実検討（reality testing）が著しく損なわれている 

 社会的不利益：社会生活上、自他に深刻な不利益をもたらす状況が生じている 

 急性の展開：最近３ヶ月以内に、このような事態が出現もしくは悪化している 

 治療の必要性：迅速な医学的介入なしには、この事態が遷延ないし悪化する可能性が高い 

 治療の可能性：医学的介入によって、このような病態の改善が期待される 

4. 病態の定性評価（優先的に該当する状態像を１つだけ選び☑） 

 意識障害 （□せん妄、□急性中毒 □その他） 

 幻覚・妄想状態 

 精神運動興奮状態 

 抑うつ状態  

 躁状態 

 解離状態 

 酩酊状態（□単純酩酊 □複雑酩酊 □連続飲酒 □シンナー・大麻・医薬品などによる □
その他） 

 その他（認知症状態、統合失調症残遺状態等） 

簡単に具体的な状況をご記載ください 
                                       
5. 病態の定量評価（別紙マニュアルを参照し、裏面の 18 項目を評価し合計点を記入してください）

BPRS       点 

 

 

6. 緊急に医療的介入を要する因子（該当項目に☑） 

 以下のいずれかを認める 
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 他害行為、器物破損行動、もしくは制止不能な他者への威圧的・攻撃的言動や迷惑行為 

 自殺企図、自傷行為、もしくは制御困難な自殺念慮 

 危険回避や最低限の清潔保持困難等、自己防衛機能および自律性の著しい低下を示す 

 個人的な見守りができる家族、同居者、友人などがいない 

 他の対応者がいない：□初診 □中断例 □かかりつけ医が対応できない（遠方、クリニッ
ク等） 

 平日診療時間内であれば入院せずに済んだ 

 入院判断に影響する身体合併症があった 

 

 

BPRS 記入表 
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表 1-1



厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業（精神障害分野）精神科救急および急性期医療の質向上に関する政策研究 

 
 

- 34 - 
 

表 1-2 
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自
治
体
名

大
阪
市

東
京
都

宮
城
県

埼
玉
県

神
奈
川
県

実
施
圏
域
（
精
神
科
救
急
医
療
圏
）

大
阪
市

（大
阪
府
は
①
大
阪
市
②
堺
市
③
そ
れ
以
外
の
府
全

域
の
3圏
域
）

23
条
通
報
に
つ
い
て
は
4ブ
ロ
ッ
ク
制

そ
の
他
は
全
都
下
1圏
域

1圏
域

2圏
域

4県
市
協
調
　
全
県
1圏
域

推
計
人
口

27
13
15
7（
20
17
年
10
月
1日
）

13
74
29
06
（2
01
7年
10
月
1日
）

23
21
86
0（
20
17
年
12
月
1日
）

73
07
57
9（
20
17
年
10
月
1日
）

91
61
13
9（
20
17
年
10
月
1日
）

圏
域
内
病
床
数

大
阪
市
内
24
0床
で
そ
の
う
ち
単
科
は
50
床

22
37
5床

61
51
床
（2
01
7年
9月
30
日
）

診
療
所
数

標
榜
数
と
し
て
29
0程

診
療
所
数
の
把
握
は
困
難

不
明

不
明

不
明

精
神
科
救
急
医
療
体
制
整
備
事
業
の

運
用
時
間
帯
（
3
6
5
日
2
4
時
間
o
r夜
間
休
日
）

夜
間
・休
日

夜
間
17
時
～
22
時
：県
立
精
神
医
療
セ
ン
タ
ー

土
曜
9時
～
17
時
：1
床
×
1病
院

休
日
9時
～
17
時
：1
床
×
2病
院

夜
間
：1
7時
～
22
時
　
１
床
×
2病
院

休
日
：9
時
～
17
時
　
2床
×
2病
院

夜
間
・休
日

初
期
救
急
実
施
時
間
帯

平
日
夜
間
：2
0時
-2
3時
30
分

休
日
：1
0時
－
16
時

平
日
土
曜
：1
5時
-2
2時

休
日
：9
時
-1
7時

上
記
精
神
科
救
急
医
療
体
制
整
備
事
業
の
運
用
時
間

帯
で
実
施

平
日
17
時
－
22
時

県
：日
祝
と
年
末
年
始
休
（計
72
日
）

横
浜
：土
13
時
-1
7時
　
日
祝
9時
-1
7時

川
崎
：平
日
17
時
-2
0時
（火
曜
日
ま
た
は
金
曜
日
）

相
模
原
：5
月
連
休
以
外
の
日
祝
9時
-1
7時

初
期
救
急
実
施
場
所
（
自
院
o
r特
定
施
設
）

大
阪
市
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
内
に
固
定

「大
阪
市
精
神
科
一
時
救
急
診
療
所
」

1診
療
所
＆
2病
院
の
3カ
所
体
制

2病
院
は
2次
輪
番
を
兼
ね
る

当
番
診
療
所
を
案
内
し
て
受
診

上
記
当
番
病
院
の
ほ
か
県
で
指
定
し
た
5診
療
所

当
番
と
な
っ
て
い
る
各
診
療
所
（1
カ
所
／
県
）

県
：そ
れ
ぞ
れ
の
当
番
診
療
所

横
浜
：特
定
施
設

川
崎
：そ
れ
ぞ
れ
の
当
番
診
療
所

相
模
原
：特
定
施
設

体
制
ス
キ
ー
ム
①
　
輪
番
型
o
r常
時
型
o
rそ
の
他

常
時
型

輪
番
型

そ
の
他
（症
例
ご
と
に
依
頼
）

輪
番
型

輪
番
型

体
制
ス
キ
ー
ム
②
　
委
託
先
等

診
療
所
協
会

当
番
医
師
は
診
療
所
協
会
が
調
整
し
て
い
る

都
の
診
療
所
協
会

協
会
が
調
整
し
て
１
年
分
の
当
番
表
を
作
成
し
て
い
る
宮
城
県
医
師
会
委
託

診
療
所
協
会
委
託

体
制
ス
キ
ー
ム
③
　
参
加
診
療
所
数
と
医
師
数

1人
に
つ
き
年
2回
く
ら
い
当
た
る
ら
し
い

診
療
所
医
師
、
総
合
病
院
医
師
、
大
学
病
院
医
師
で
構

成
さ
れ
る

手
上
げ
に
よ
り
約
５
０
診
療
所
が
参
加
し
て
い
る

県
で
5診
療
所
を
指
定

情
報
セ
ン
タ
ー
か
ら
都
度
の
依
頼
で
応
需
可
能
な
機
関
約
40
カ
所

予
算
措
置
状
況
（
国
庫
補
助
金
の
活
用
）

国
庫
補
助
あ
り
　
「常
時
型
外
来
対
応
施
設
」

受
診
ま
で
の
流
れ

実
績
に
つ
い
て

全
例
３
府
市
協
調
の
精
神
科
救
急
医
療
相
談
窓
口
で

の
ト
リ
ア
ー
ジ
を
経
る
。

多
い
時
は
22
0件
／
年

次
第
に
減
り
つ
つ
あ
り
H
28
は
13
3依
頼
案
件
の
う
ち
66

例
が
受
診

東
京
都
精
神
科
救
急
医
療
情
報
セ
ン
タ
ー
（メ
ン
タ
ル
ケ

ア
協
議
会
）の
ト
リ
ア
ー
ジ
を
経
て
受
診
と
な
る
。

28
年
度
の
初
期
救
急
は
７
８
例
／
年
　
2次
入
院
58
8例

／
年
　
緊
措
98
5例
／
年

精
神
科
救
急
情
報
セ
ン
タ
ー
か
ら
症
例
発
生
毎
に
個
別

依
頼

精
神
科
救
急
情
報
セ
ン
タ
ー
経
由
で
案
内
す
る

医
療
情
報
窓
口
（２
４
時
間
精
神
医
療
相
談
窓
口
）が

案
内
す
る

平
成
28
年
度
：案
内
件
数
13
3→
受
診
11
4

平
成
28
年
度
ソ
フ
ト
入
院
件
数
：2
91

（医
療
保
護
２
６
４
＋
任
意
２
７
）

入
院
が
必
要
な
場
合
の
流
れ

府
の
精
神
科
救
急
情
報
セ
ン
タ
ー
に
依
頼
し
て
空
床
を

調
整
し
て
も
ら
う

ケ
ー
ス
に
よ
っ
て
身
体
科
が
必
要
な
と
き
に
は
１
１
９
通

報

正
確
な
ト
リ
ア
ー
ジ
を
経
る
こ
と
、
微
妙
な
場
合
は
輪
番

病
院
が
並
列
対
応
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
、
入
院
に
な
る

こ
と
は
お
そ
ら
く
ほ
と
ん
ど
な
い
と
思
わ
れ
る
。

各
医
療
機
関
の
調
整

精
神
科
救
急
情
報
セ
ン
タ
ー
と
相
談
の
上
、
病
床
調
整
医
療
情
報
窓
口
（２
４
時
間
精
神
医
療
相
談
窓
口
）に
戻

し
て
病
床
調
整

連
絡
会
議
（
連
絡
調
整
委
員
会
）
の
開
催
状
況

府
で
開
催

診
療
所
の
代
表
が
参
加
し
て
い
る

都
下
で
の
開
催
は
１
回
／
年

診
療
所
協
会
長
が
出
席

1回
／
年

診
療
所
協
会
代
表
者
の
参
加
あ
り

全
県
の
も
の
年
3回

診
療
所
協
会
会
長
が
出
席

1回
／
年

診
療
所
協
会
長
が
参
加
し
て
い
る

課
題

診
療
所
協
会
員
で
な
い
ク
リ
ニ
ッ
ク
の
方
が
多
い

診
療
所
協
会
員
は
電
話
を
登
録
し
て
い
る
が
、
つ
な
が

ら
な
い
こ
と
も
あ
る

予
算
額
も
大
き
く
継
続
で
き
る
か
不
透
明

件
数
も
減
り
つ
つ
あ
る
一
方
で
関
係
者
か
ら
低
活
動
の

指
摘
が
あ
る

特
に
問
題
化
し
て
い
る
こ
と
は
な
い

一
般
科
や
救
急
隊
の
対
応
で
は
、
一
般
的
な
連
携
課

題
が
あ
る
。

全
県
一
区
な
の
で
ア
ク
セ
ス
に
課
題
が
あ
る

一
般
救
急
領
域
か
ら
は
ク
リ
ニ
ッ
ク
通
院
者
の
対
応
に

つ
い
て
意
見
が
出
る
こ
と
が
あ
る

か
か
り
つ
け
医
と
の
連
携
の
強
化

全
県
一
区
な
の
で
ア
ク
セ
ス
に
課
題
が
あ
る

強
み

夜
遅
く
ま
で
診
療
し
て
い
る
診
療
所
が
あ
る

合
併
症
対
応
を
主
題
と
す
る
連
絡
協
議
の
場
が
あ
る

件
数
が
多
い
中
、
ト
リ
ア
ー
ジ
は
正
確

大
き
な
混
乱
は
な
い

診
療
所
医
師
の
審
査
会
参
加
状
況

参
加
し
て
い
る

不
明

不
明

不
明

協
力
あ
り

診
療
所
医
師
の
措
置
診
察
協
力
状
況

診
療
所
協
会
か
ら
対
応
可
能
時
間
帯
の
提
出
が
あ
る

が
、
短
い
合
間
の
時
間
で
あ
り
、
な
か
な
か
実
働
に
な

ら
な
い

か
な
り
多
く
の
先
生
が
時
間
内
の
措
置
診
察
に
協
力
し

て
い
る
と
思
う
。

（医
療
機
関
ご
と
で
は
な
く
個
人
登
録
な
の
で
診
療
所

か
ど
う
か
は
わ
か
ら
な
い
）

当
番
表
な
し

一
部
あ
り

5月
連
休
・年
末
年
始
の
当
番
に
入
っ
て
い
る

普
段
は
当
番
表
が
無
い
の
で
随
時
依
頼
し
て
お
り
協
力

実
態
は
あ
る
と
思
う
（頻
度
不
明
）

診
療
所
医
師
の
夜
間
休
日
連
絡
先
登
録
状
況

協
会
員
で
あ
れ
ば
登
録
さ
れ
て
い
る

あ
る
　
ど
れ
ほ
ど
の
診
療
錠
が
登
録
さ
れ
て
い
る
か
は

不
明

診
療
所
に
よ
っ
て
は
あ
り

一
部
あ
り

な
し

県
：5
カ
所
の
診
療
所
が
任
意
参
加
　
調
整
団
体
な
し

横
浜
市
　
拠
点
型
　
横
浜
市
総
合
保
健
医
療
財
団
へ
委

託
（指
定
管
理
）

川
崎
市
　
輪
番
型
　
民
間
ク
リ
ニ
ッ
ク
に
よ
る
輪
番

相
模
原
市
　
拠
点
型
　
医
師
会
に
委
託

国
庫
補
助
あ
り
「外
来
対
応
施
設
」

表 7 

 

 
 


